
区　　　分

予 算 23 件
条 例 案 33 件 議案　69件
そ の 他 議 案 13 件
認 定 - 件
報 告 14 件
提 出 - 件

計 83 件

◎予算
（２３件）

　 総務部 【１】 平成27年度三重県一般会計補正予算（第６号）

【２】 平成27年度三重県一般会計補正予算（第７号）

【３】 平成2７年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事業特別会計補正予算（第２号）

【４】 平成27年度三重県水道事業会計補正予算（第２号）

【５】 平成27年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第２号）

【６】 平成27年度三重県電気事業会計補正予算（第３号）

【７】 平成27年度三重県病院事業会計補正予算（第３号）

【８】 平成28年度三重県一般会計予算
（予算額　　約   ７，３６６億円）

平成２８年三重県議会定例会提出予定議案概要

件　　　名 概　　　要

（人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う人件費について所要の措置を講じるための補
正予算　　約   ５０百万円）

（国の平成27年度補正予算（第１号）に対応し、地方創生の本格展開に取り組む事業や公
共事業等の追加に係る経費について所要の措置を講じるための補正予算　　約   ９５億
円）

（人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う人件費等について所要の措置を講じるための
補正予算　　約   ３８億円）

（人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う人件費について所要の措置を講じるための補
正予算　　約   １７百万円）

（人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う人件費について所要の措置を講じるための補
正予算　　約   １５百万円）

（人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う人件費について所要の措置を講じるための補
正予算　　約   １０百万円）

（人事委員会勧告に基づく給与改定に伴う人件費について所要の措置を講じるための補
正予算　　約   ３百万円）

資料１ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　 予算 【９】 平成28年度三重県県債管理特別会計予算
　 つづき （予算額　　約   １，４６５億円）

【１０】 平成28年度地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計予算
（予算額　　約   １５億円）

【１１】 平成28年度三重県母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算
（予算額　　約   ３億円）

【１２】 平成28年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事業特別会計予算
（予算額　　約   １１億円）

【１３】 平成28年度三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計予算
（予算額　　約   ２億円）

【１４】 平成28年度三重県地方卸売市場事業特別会計予算
（予算額　　約   ２億円）

【１５】 平成28年度三重県林業改善資金貸付事業特別会計予算
（予算額　　約   １１億円）

【１６】 平成28年度三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計予算
（予算額　　約   ４億円）

【１７】 平成28年度三重県中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計予算
（予算額　　約   ４５億円）

【１８】 平成28年度三重県港湾整備事業特別会計予算
（予算額　　約   ２億円）

【１９】 平成28年度三重県流域下水道事業特別会計予算
（予算額　　約   １４４億円）

【２０】 平成28年度三重県水道事業会計予算
（予算額　　約   １９４億円）

【２１】 平成28年度三重県工業用水道事業会計予算
（予算額　　約   １２１億円）

【２２】 平成28年度三重県電気事業会計予算
（予算額　　約   ２９億円）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　 予算 【２３】 平成28年度三重県病院事業会計予算
　 つづき （予算額　　約   ７４億円）

◎条例案
（３３件）

   総務部

（主な制定内容）

(1)

(2)

   戦略企画部

 ・

（平成２８年４月１日から施行）
（主な制定内容）

【２４】
　 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部改正に伴い、職
員の退職管理に関し必要な事項を定めるものである。

（平成２８年４月１日から施行）

職員の退職管理に関する条
例案

   再就職者による依頼等の規制

   再就職者による任命権者等への届出

   三重県内の南部地域等条件不利地域での居住等を条件として、
大学生等の奨学金の返還額の一部を助成することにより、若者の
三重県内への定着を促進するための事業に要する経費の財源に
充てるため、三重県地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援
基金を設置するものである。

【２５】

   基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用等について
規定する。

三重県地域と若者の未来を
拓く学生奨学金返還支援基
金条例案



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   健康福祉部

（公布の日から施行）
（主な制定内容）

 ・

○   持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（抄）

　 （国民健康保険法の一部改正）

第４条　国民健康保険法の一部を次のように改正する。

　　　第５章中第８１条の次に次の２条を加える。

　　　 （財政安定化基金）

　 ２～９　 （略）   　（施行日：平成３０年４月１日）

　 （国民健康保険法の一部改正に伴う経過措置）

２・３ 　（略）

  　（施行日：公布日（平成２７年５月２９日））

（主な制定内容）

(1)    設置

(2)    事業

(3)    入所、退所等

(4)    使用料等

三重県立子ども心身発達医
療センター条例案

【２７】

【２６】
　 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等
の一部を改正する法律による国民健康保険法の一部改正に伴い、
国民健康保険財政の安定化に資するため、三重県国民健康保険
財政安定化基金を設置するものである。

   障がい又は発達上の課題を有する子どもに医療及び福祉を提供
するとともに、子どもの心身の健全な発達に寄与するため、三重県
立子ども心身発達医療センターの設置及び管理について地方自
治法第２２８条第１項及び第２４４条の２第１項に基づき必要な事項
を定め、その適正かつ健全な運営を図るものである。

　（規則で定める日（一部公布の日）から施行）

   基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、繰替運用等について規定す
る。

　 第８１条の２　都道府県は、国民健康保険の財政の安定化を図るため財政安定化基金を設け、次に掲げる
   　 事業に必要な費用に充てるものとする。
　　　(1)・(2)　 （略）

         附　則

第６条　都道府県は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前においても、平成３０年改正後国保法第
   ８１条の２第１項の規定の例により、財政安定化基金を設けることができる。

三重県国民健康保険財政安
定化基金条例案

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   企業庁

（主な内容）

(1)

(2)

   戦略企画部 行政手続における特定の個
人を識別するための番号の
利用等に関する法律に基づ
く個人番号の利用に関する
条例の一部を改正する条例
案

   次に掲げる条例の電気事業者に関する規定を整理する。

   三重県道路占用料等徴収条例

   三重県公営企業の設置等に関する条例

○   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
　（利用範囲）
第９条   （略）
２    地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税（地方税法
   （昭和２５年法律第２２６号）第１条第１項第４号に規定する地方税をいう。以下同じ。）又は防災に関する事務
   その他これらに類する事務であって条例で定めるものの処理に関して保有する特定個人情報ファイルにお
   いて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番号を利用することができる。当
   該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。
３～５   （略）
  （特定個人情報の提供の制限）
第１９条   何人も、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報の提供をしてはならない。
   (1)～(8)   （略）
   (9)   地方公共団体の機関が、条例で定めるところにより、当該地方公共団体の他の機関に、その事務を処
      理するために必要な限度で特定個人情報を提供するとき。
   (10)～(14)   （略）

（公布の日から施行）

【２９】

電気事業法等の一部を改正
する法律の施行に伴う関係
条例の整理に関する条例案 （平成２８年４月１日から施行）

【２８】
   電気事業法等の一部を改正する法律による電気事業法の一部
改正に伴い、関係条例の規定を整理するものである。

   行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第９条第２項に基づく個人番号利用事務を追加し、同
法第１９条第９号に基づく特定個人情報の提供を行うため、規定を
整備するものである。

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   健康福祉部

 ・

   総務部

（平成２８年４月１日から施行）
（主な改正内容）

 ・    職員の定数を改正する。

      知事の事務部局

         現行：4,370人　　改正後：4,364人　　増減：△6人

      教育委員会の事務部局及び学校以外の教育機関

         現行：264人　　 　改正後：270人　　  増減：　6人

（公布の日（一部平成２８年４月１日）から施行）
（主な改正内容）
 ・

（公布の日（一部平成２８年４月１日）から施行）
（主な改正内容）

(1)    一般職に属する職員の給料月額を引き上げる。

(2)    一般職に属する職員の勤勉手当について、年間支給割合を１００分の１６０

（現行１００分の１５０）に改める。

(3)    等級別基準職務表を定める。

【３２】

【３３】

　（公布の日及び平成２８年４月１日から施行）

   特別職に属する国家公務員の期末手当の支給割合の改正及び
一般職に属する職員の勤勉手当の支給割合の改正等に鑑み、特
別職に属する職員等の期末手当の支給割合の改正を行うものであ
る。

三重県職員定数条例の一部
を改正する条例案

○   地方自治法
　（条例による事務処理の特例）
第２５２条の１７の２　都道府県は、都道府県知事の権限に属する事務の一部を、条例の定めるところにより、
　市町村が処理することとすることができる。この場合においては、当該市町村が処理することとされた事務
  は、当該市町村の長が管理し及び執行するものとする。
２～４　（略）

【３０】

知事及び副知事の給与及び
旅費に関する条例等の一部
を改正する条例案

   歯科技工士名簿への登録に係る事務及び歯科技工士国家試験に係る事務
について、四日市市へ移譲している事務の一部を削る。

【３１】

　 人事委員会の議会及び知事に対する平成２７年１０月９日付けの
給与改定に関する勧告等に鑑み、一般職に属する職員の給料月
額の改定及び勤勉手当の支給割合の改正等を行うとともに、地方
公務員法の一部改正に鑑み、等級別基準職務表等の規定を整備
するものである。

   特別職に属する職員等の期末手当について、年間支給割合を１００分の
４１０（現行１００分の４０５）に改める。

   平成２８年度の職員定数の見直しに伴い、知事の事務部局等の
職員の定数の改正を行うものである。

（主な改正内容）

三重県の事務処理の特例に
関する条例の一部を改正す
る条例案

   地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、知事の権
限に属する事務の一部を市町が処理することについて改正を行うも
のである。

職員の給与に関する条例等
の一部を改正する条例案

＜参考＞ ＜参考＞ ＜参考＞ ＜参考＞ ＜参考＞ ＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   総務部
   つづき

（公布の日から施行）
（主な改正内容）

 ・    現業職員の給料月額を引き上げる。

（主な改正内容）

(1)

(2)

   健康福祉部

(1)

(2)

(1)

(2)    上記に規定する期限までに実施された事業に係る精算期限を、平成２８年１
２月３１日から平成２９年１２月３１日まで延長する。

（公布の日から施行）

【３５】

【３６】

   恩給法の一部改正に鑑み、規定を整備するものである。県吏員職員退職諸給与支給
条例の一部を改正する条例
案

現業職員の給与の種類及び
基準に関する条例の一部を
改正する条例案

三重県自殺対策緊急強化基
金条例の一部を改正する条
例案

○　 三重県自殺対策緊急強化基金の概要
　 国から交付される地域自殺対策緊急強化交付金により、自殺対策を強化するため、設置されている。

　 三重県自殺対策緊急強化基金の設置の目的を達成するための
事業の実施期間の延長に鑑み、規定を整備するものである。

   一般職に属する職員の給与改定に準じ、現業職員の給料月額を
改定するものである。

【３４】

　 三重県安心こども基金の設置の目的を達成するための一部の事
業の実施期間の延長等に鑑み、規定を整備するものである。

（公布の日から施行）
（主な改正内容）

   条例の有効期限を平成２８年３月３１日から平成３０年３月３１日まで延長す
る。

　　　（刑法等の一部を改正する法律の施行の日から施行）

   普通退隠料及び増加退隠料の受給者が３年以下の懲役又は禁錮の刑に処
せられ、刑の一部の執行猶予を受けた場合における支給の規定を整備する。

○   三重県安心こども基金の概要
　 国から交付される子育て支援対策臨時特例交付金により、子どもを安心して育てることができる体制を整備す
るため、設置されている。

   扶助料の受給者が３年以下の懲役又は禁錮の刑に処せられ、刑の一部の執
行猶予を受けた場合における支給の規定を整備する。

三重県安心こども基金条例
の一部を改正する条例案

   上記に規定する期限までに実施された事業に係る精算期限を、平成２８年６
月３０日から平成３０年６月３０日まで延長する。

   条例の有効期限を平成２８年３月３１日から平成２９年３月３１日まで延長す
る。

（主な改正内容）

【３７】

＜参考＞ 

＜参考＞ ＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   健康福祉部
   つづき

（主な改正内容）
 ・

 ・

(1)    便所及び喫煙室の構造設備についての基準を改正する。

(2)    興行場の構造設備の基準を緩和する規定を改正する。

   環境生活部

(1)

(2)

(3)

【３８】

   環境影響評価法の改正にならい、方法書要約書の作成、方法書説明会の
開催及び環境影響評価図書のインターネットによる公表の規定を加える。

幼保連携型認定こども園の
学級の編制、職員、設備及
び運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条
例案

（主な改正内容）

   環境影響評価法の改正にならい、放射性物質に係る適用除外の規定を削
る。

　 内閣府・文部科学省・厚生労働省関係構造改革特別区域法第
三十四条に規定する政令等規制事業に係る主務省令の特例に関
する措置を定める命令の施行に鑑み、幼保連携型認定こども園の
設備の基準の特例に関する規定を整備するものである。

【４１】

（公布の日から施行）

【４０】

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営
に関する基準の一部改正等に鑑み、規定を整備するものである。

   一定の種類及び規模の事業について簡易的環境影響評価手続を導入する
規定を加える。

三重県指定障害福祉サービ
スの事業等の人員、設備及
び運営に関する基準等を定
める条例の一部を改正する
条例案

【３９】

   基準該当自立訓練（機能訓練）及び基準該当自立訓練（生活訓練）の対象
事業所を拡大する。

三重県環境影響評価条例の
一部を改正する条例案

   環境影響評価法の一部改正及び近年の開発事業の内容に鑑
み、規定を整備するものである。

（平成２８年４月１日から施行）

（主な改正内容）

（平成２８年４月１日（一部平成２８年９月１日）から施行）

　（公布の日から施行）

 　女性活躍加速のための重点方針２０１５の決定等に鑑み、興行場
の構造設備に関する規定を整備するものである。

（主な改正内容）

   構造改革特別区域内の公立幼保連携型認定こども園について、満３歳未満
児に対して外部搬入方式による食事の提供が認められたことに対応するため、
規則委任の規定を加える。

興行場法施行条例の一部を
改正する条例案



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   環境生活部
   つづき

(1)

(2)

   健康福祉部

（主な改正内容）

 ・

　

   県土整備部

(1)

(2)    「児童福祉施設等」に「幼保連携型認定こども園」が含まれることを明文化す
る。

【４３】

   「学校」に「幼保連携型認定こども園」が含まれないことを明文化する。

【４４】

   建築基準法施行令の一部改正に鑑み、規定を整備するものであ
る。

（公布の日から施行）

〇   風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律
　 （用語の意義）
第２条 　この法律において「風俗営業」とは、次の各号のいずれかに該当する営業をいう。
  (1) 　キヤバレーその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客の接待をして客に飲食をさせる営業
  (2) 　待合、料理店、カフエーその他設備を設けて客の接待をして客に遊興又は飲食をさせる営業（前号
     に該当する営業を除く。）
  (3)～(8)　 （略）
２～１１　 （略）

　 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部改
正に鑑み、規定を整備するものである。

三重県消費生活センター条
例の一部を改正する条例案

三重県青少年健全育成条例
の一部を改正する条例案

三重県流域下水道条例の一
部を改正する条例案

   松阪処理区高須町公園内の施設の一部廃止に伴い、使用料の
規定を整理するものである。

　 消費者安全法等の一部改正に鑑み、消費生活センターの運営
等についての規定を整備するものである。

○   消費者安全法の一部改正の概要
　 都道府県は、消費生活センターの組織及び運営事項並びに消費生活相談等で得られた情報の安全管理に
関する事項について条例で定めるものとされた。

【４５】

【４２】

   消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理に関する規定
を加える。

（主な改正内容）

（主な改正内容）

   センターの名称及び住所等の公示に関する規定を加える。

（公布の日から施行）

   風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第１号と
第２号が統合され第１号に改正されることに鑑み、同条を引用している条例の
規定を整備する。

三重県建築基準条例の一部
を改正する条例案

（平成２８年６月２３日から施行）

 （平成２８年４月１日から施行）

＜参考＞ 

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   県土整備部
   つづき

・

（主な改正内容）
(1)

(2)

   教育委員会　　

（平成２８年４月１日から施行）
（主な改正内容）

 ・    公立学校職員の定数を改正する。

  　　　　　　　　　　　　  現行　　　改正後　  増減

  県立学校　　高等学校　　  3,598人   3,594人    △4人

  　　　　　　特別支援学校  1,207人   1,220人   　13人

  市町立学校　小学校　　　  6,986人   7,006人     20人

  　　　　　　中学校　　　  3,900人   3,862人   △38人

  合計　　　　　　　　　　 15,691人  15,682人    △9人

【４７】

【４６】
三重県建築審査会条例の一
部を改正する条例案

【４８】

   東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守
り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する法律第８条
第１項に規定する支援対象地域に平成２３年３月１１日において居住していた
避難者については、入居資格のうち同居親族要件を具備するものとみなす。

公立学校職員定数条例の一
部を改正する条例案

   本県への転居を希望する県外居住者が県営住宅に入居できるよ
う入居資格についての規定等を整備するものである。

三重県営住宅条例の一部を
改正する条例案

   平成２８年度における公立学校の児童生徒数の増減による教職
員定数の変動等に伴い、公立学校職員の定数の改正を行うもので
ある。

   委員の任期、再任等の規定を加える。

（平成２８年４月１日（一部平成２８年６月１日）から施行）

　 入居資格のうち、「現に三重県内に住所又は勤務場所を有すること」という規
定を削る。

（主な改正内容）

　 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律による建築基準法の一部改正等
に鑑み、三重県建築審査会の委員の任期等についての規定を整
備するものである。

（平成２８年４月１日から施行）

○　 建築基準法の一部改正の概要
　 建築審査会委員の任期等を、条例に委任することで、委員の確保等地域の実情に応じた建築審査会の運営
に資するものである。

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   教育委員会　　
   つづき

（公布の日（一部平成２８年４月１日）から施行）
（主な改正内容）

(1)    公立学校職員の給料月額を引き上げる。

(2)    公立学校職員の勤勉手当について、年間支給割合を１００分の１６０

（現行１００分の１５０）に改める。

(3)    等級別基準職務表を定める。

（公布の日から施行）
（主な改正内容）

 ・    県立高等学校等の現業職員の給料月額を引き上げる。

（平成２９年４月１日から施行）
（主な改正内容）
(1)

(2)

(3)

   企業庁

（主な改正内容）

(1)

(2)

公立学校職員の給与に関す
る条例等の一部を改正する
条例案

【５２】

（平成２８年４月１日から施行）

   「三重県立かがやき特別支援学校あすなろ分校」を新設する。

【５１】

【４９】

三重県立特別支援学校条例
の一部を改正する条例案

【５０】
県立高等学校等の現業職員
の給与の種類及び基準に関
する条例の一部を改正する
条例案

   三重県工業用水道事業の多度工業用水道の廃止及び北伊勢工
業用水道の給水計画の改定に伴い、規定を整備するものである。

   「三重県立緑ヶ丘特別支援学校」を「三重県立かがやき特別支援学校」に改
める。

   多度工業用水道の廃止に伴い、多度工業用水道の給水区域、一日最大給
水量及び料金に係る規定を削る。

   三重県立子ども心身発達医療センターの開設に伴い、併設する
特別支援学校及び隣接する特別支援学校を統合整備するもので
ある。

   北伊勢工業用水道の給水計画の改定に伴い、北伊勢工業用水道の一日最
大給水量を改定する。

   公立学校職員の給与改定に準じ、県立高等学校等の現業職員
の給料月額を改定するものである。

   「三重県立城山特別支援学校草の実分校」を「三重県立かがやき特別支援
学校草の実分校」に改める。

   人事委員会の議会及び知事に対する平成２７年１０月９日付けの
給与改定に関する勧告等に鑑み、公立学校職員の給料月額の改
定及び勤勉手当の支給割合の改正等を行うとともに、地方公務員
法の一部改正に鑑み、等級別基準職務表等の規定を整備するもの
である。

三重県公営企業の設置等に
関する条例及び三重県工業
用水道条例の一部を改正す
る条例案



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   病院事業庁

 ・    精神病床数 改正前：400床

改正後：348床

   警察本部

 ・    警察官の定員を改正する。

　　　警視　　　　　　　　　　　　　　　　　  112人　　　　　 113人　　　　　　 1人

　　　警部　　　　　　　　　　　　　　　　　　234人　　　　　 235人　　　　　　 1人

　　　　　　　　合　　計　　　　　　　　　　3,047人　　　　3,064人　　　　　  17人

・

   総務部

（平成２８年４月１日から施行）

【５６】

風俗営業等の規制及び業務
の適正化等に関する法律施
行条例及び三重県警察関係
手数料条例の一部を改正す
る条例案

　 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律等の一部
改正に鑑み、特定遊興飲食店営業の規制についての規定等を整
備するものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現行　　　　　改正後　　　　　増減

   三重県立こころの医療センターの地域生活支援機能の拡充に伴
い、精神病床数を改定するものである。

   厳しさを増す治安情勢に的確に対処するため、警察職員の定員
の改正を行うものである。

三重県警察職員定員条例の
一部を改正する条例案

三重県病院事業条例の一部
を改正する条例案

【５３】

（平成２８年４月１日から施行）

（平成２８年６月２３日（一部公布の日）から施行）

（平成２８年４月１日から施行）

　　　巡査　　　　　　　　　　　　　　　　　　928人　　　　　 932人　　　　　　 4人

（主な改正内容）

   特定遊興飲食店営業の営業所設置許容地域及び営業時間の制限に係る規
定等を加えるとともに、その他必要な改正を行う。

【５５】

【５４】

（主な改正内容）

（主な改正内容）

　　　警部補及び巡査部長　　　　　　 1,773人　　　　1,784人　　　　　 11人

   平成２６年１２月２６日付け三重県特別職報酬等審議会の答申等
に鑑み、知事の給与の特例に関する条例を廃止するものである。

○  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部改正の概要
　最近における風俗営業の実情及びダンスをめぐる国民の意識の変化等に鑑み、客にダンスをさせる
営業の一部を風俗営業から除外するとともに、設備を設けて深夜においても客に遊興をさせ、かつ、
客に酒類の提供を伴う飲食をさせる特定遊興飲食店営業の新設等がなされたものである。

○  地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正の概要
　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に基づく事務に係る手数料が改正されたもので
ある。

知事の給与の特例に関する
条例を廃止する条例案

＜参考＞ 

＜参考＞ ＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

◎その他議案
（１３件）

   総務部 　 包括外部監査契約について、地方自治法第２５２条の３６第１項
に規定する包括外部監査契約を締結するものである。
 【契約の目的】　 包括外部監査契約に基づく監査及び監査の
 　                    結果に関する報告     
 【契約の始期】   平成２８年４月１日
 【契約金額】　　 11,239,884円を上限とする額
 【契約の相手方】 近藤繁紀：公認会計士

   農林水産部

   県土整備部

   平成２８年度において県の行う農林水産関係建設事業は、市町
内の公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するもので
あり、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部について、当該市
町に負担を求めるものである。

土木関係建設事業に対する
市町の負担について

【５８】

【５７】

　 平成２８年度において県の行う土木関係建設事業は、市町内の
公共施設等の機能を高め、住民福祉の増進に寄与するものであ
り、その利益を受ける限度に応じ、経費の一部について、当該市町
に負担を求めるものである。

包括外部監査契約について

農林水産関係建設事業に対
する市町の負担について

【５９】



区　　　分 件　　　名 概　　　要

　防災対策部    三重県防災ヘリコプター無線通信設備整備工事
○ 場所 津市広明町地内　他２７箇所
○ 契約金額  1,011,960,000円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名

日本電気株式会社東海支社
支社長　　中村　寿文

○ 工事の概要　

   県土整備部
○ 場所
○ 契約金額 1,590,375,600円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 津市栄町１丁目８６４

所長　水野　裕史
○ 工事の概要　 施工延長　　　　　　　　　 Ｌ＝１，８２９ｍ

シールド工　　　　　　　 　Ｌ＝１，８２２ｍ
（セグメント外径　　　　　 １，８００mm）
（仕上がり内径　　　　 　　 　８００mm）
立坑工　　　　　　　　　　　　　　　 ３箇所
人孔工　　　　　　　　　　　　　　　　  ３基

前田・山野・西山特定建設工事共同企
業体

伊勢市小木町地内～通町地内
   宮川流域下水道（宮川処理区）内宮幹線（第２工区）管渠工事

【６１】

愛知県名古屋市中区錦一丁目１７番１
号

工事請負契約について

代表者　前田建設工業株式会社三重
営業所

【６０】

工事請負契約について

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰﾃﾚﾋﾞ電送設備整備　一式
ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ用無線通信設備更新　一式



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   県土整備部
   つづき ○ 場所

○ 契約金額 525,787,200円
○ 契約方法 一般競争入札
○ 請負者住所氏名 伊勢市円座町１００５番地

代表者　株式会社森組
代表取締役　森　修

○ 工事の概要　 施工延長　　　　　　　　　　　 Ｌ＝７７７ｍ
推進工（φ９００mm）　　　　  Ｌ＝７６５ｍ
立坑工　　　　　　　　　　　　　　 　２箇所
人孔工　　　　　　　　　　　　　　　　 １基

○ 場所 三重郡菰野町大字菰野地内
○ 契約金額 変更前 973,080,000円

変更後 959,038,920円
○ 契約方法 随意契約
○ 請負者住所氏名 桑名市長島町浦安１３１番地９

所長　谷　一暁　
○ 工事の概要　 橋長

幅員
Ｐ１橋脚工
Ｐ２橋脚工

Ｌ＝２６９ｍ
Ｗ＝５．５(９．０)ｍ

伊勢市小俣町明野地内～多気郡明和
町大字新茶屋地内

代表者　株式会社竹中土木三重営業
所

Ｈ＝５５．５ｍ

【６２】

   一般県道湯の山温泉線湯の山大橋（仮称）下部工工事（Ｐ１・Ｐ２
橋脚工）

【６３】

   宮川流域下水道（宮川処理区）明和幹線（第４工区）管渠工事工事請負契約について

工事請負契約の変更につい
て

竹中土木・院南組特定建設工事共同
企業体

Ｈ＝４１．５ｍ

森・西邦特定建設工事共同企業体



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   県土整備部
   つづき

○ 場所 多気郡大台町滝谷地内
○ 契約金額 変更前 820,800,000円

変更後 889,043,040円
○ 契約方法 随意契約
○ 請負者住所氏名 多気郡大台町岩井６３５番地１

西・石正特定建設工事共同企業体
代表者　株式会社西組
代表取締役　西　覚嗣

○ 工事の概要　 トンネル工　 L＝３１７．０ｍ
道路工　 L＝２３．０ｍ

   環境生活部

損害賠償額 45,360円

   平成２７年１１月２４日、大気汚染防止法に基づく立入検査のた
め、対象事業所を職員が訪問した際、誤って天井板を破損した事
故について、損害賠償の額を決定し、これに伴う和解を行うもので
ある。

【６５】
損害賠償の額の決定及び和
解について

   一般国道４２２号（八知山拡幅）道路改良（新八知山トンネル（仮
称））工事

工事請負契約の変更につい
て

【６４】



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   戦略企画部

（計画の内容）

 ・

（計画の期間）

 ・    平成２８（２０１６）年度から平成３１（２０１９）年度までの４年間とする。

   農林水産部

（主な変更内容）

(1)    取組展開に向けた基本視点を修正

(2)    施策展開の内容を修正

(3)    基本目標指標を修正

   三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画の変更については、三重県食を担う農業及び農村
の活性化に関する条例（平成２２年三重県条例第５９号）第９条第７項の規定により議会の議決を要する。

   三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例第９条の規
定により、平成２４年３月に「三重県食を担う農業及び農村の活性化
に関する基本計画」を策定し、農業及び農村の活性化に関する施
策を総合的かつ計画的に取り組んできたが、国の新たな「食料・農
業・農村基本計画」の策定やＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協
定）をはじめとするグローバル化の進展など、農業及び農村をめぐ
る情勢が変化していることから、これに対応するため、計画内容を
変更するものである。

三重県食を担う農業及び農
村の活性化に関する基本計
画の変更について

   みえ県民力ビジョンを着実に推進するための取組内容をまとめた
中期の計画として、みえ県民力ビジョン・第二次行動計画を策定す
る。

   みえ県民力ビジョン・第二次行動計画は、政策体系を構成する61の施策の
概要について記載する。

　みえ県民力ビジョン・第二次行動計画の策定については、三重県行政に係る基本的な計画について議会が議
決すべきことを定める条例（平成13年三重県条例第47号）第３条の規定により議会の議決を要する。

みえ県民力ビジョン・第二次
行動計画の策定について

【６７】

【６６】

＜参考＞ 

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   雇用経済部

（計画の内容）

(1)    第１章　エネルギーをめぐる現状と課題

(2)    第２章　基本理念、将来像、基本方針及び長期目標

(3)    第３章　中期目標及び取組方向（平成28年度から平成31年度）

(4)    第４章　計画の推進

   平成４２年度を長期目標年度とする。平成３１年度を中期目標年度とする。

   国のエネルギーをめぐる状況、三重県のエネルギーをめぐる現状と課題を示
したものである。

   基本理念、３つの将来像、５つの基本方針及び長期目標について示したもの
である。

   中期目標及び５つの取組方向について示したものである。

【６８】

   三重県新エネルギービジョンの改定については、三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべ
きことを定める条例（平成13年三重県条例第47号）第３条の規定により議会の議決を要する。

（目標年度）

   計画の推進体制及び進行管理について示したものである。

三重県新エネルギービジョン
の改定について

   平成１２年３月に策定（平成１７年３月及び平成２４年３月改定）し
た三重県新エネルギービジョンについて、国が電力システム改革に
着手するとともに、新たな電源構成を示すなどエネルギーをめぐる
環境変化などをふまえ改定するものである。

   三重県新エネルギービジョンは、次の４章で構成する。

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   雇用経済部
   つづき

（計画の内容）

   三重県観光振興基本計画（平成28年度～31年度）は次の５章で構成する。

(1)

(2)

(3)

　

(4)

　

(5)

　

　

（計画の期間）

   平成28年度から平成31年度までとする。

三重県観光振興基本計画
（平成28年度～31年度）の策
定について

   第５章　推進体制の整備

みえの観光振興に関する条例第２１条第１項の規定により、観光
の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくため、基
本計画を策定するものである。

   第１章　計画の基本的な考え方

   「観光関連産業を支える支援体制」等の８つの施策の柱について施策の展
開方向を示したものである。

   計画の推進体制、観光統計の整備及び計画の進行管理について示したもの
である。

   三重県観光振興基本計画（平成28年度～31年度）の策定については、みえの観光振興に関する条例（平成
23年三重県条例第34号）第21条第３項の規定により議会の議決を要する。

   第４章　三重県観光の持続的な発展に向けた施策の展開

   施策体系及び計画目標について示したものである。

【６９】

   三重県の観光の現状、観光を取り巻く環境変化、及び現三重県観光振興基
本計画の目標達成状況と今後の課題等を示したものである。

   計画策定の趣旨、計画の性格及び計画期間について示したものである。

   第３章　施策体系と目標

   第２章　三重県観光の現状と課題

＜参考＞ 



区　　　分 件　　　名 概　　　要

◎報告
（１４件）

   県土整備部

戦略企画部

損害賠償額 111,871円

   環境生活部

損害賠償額 297,356円

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

平成２７年８月２４日桑名市大字福島地内の国道１号において発
生した環境生活部（廃棄物・リサイクル課）に係る自動車による公務
上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

【７２】
専決処分の報告について

平成２７年１０月３０日津市羽所町地内の駐車場において発生し
た戦略企画部（統計課）に係る自動車による公務上の事故に関して
損害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

　県営住宅家賃の滞納に伴う家賃の請求等の訴えの提起（和解を
含む。）を行った。

専決処分の報告について
（訴えの提起（和解を含む。）
について）

【７１】

【７０】



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   警察本部

損害賠償額 357,346円

損害賠償額 45,217円

損害賠償額 280,000円

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成２６年１１月１７日四日市市智積町地内の市道において発生
した四日市西警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損
害賠償の額について和解した。

【７３】
専決処分の報告について

専決処分の報告について    平成２７年５月２８日鈴鹿市道伯二丁目地内の市道において発生
した交通機動隊に係る自動二輪車による公務上の事故に関して損
害賠償の額について和解した。

専決処分の報告について    平成２７年９月４日松阪市岡本町地内の駐車場において発生した
松阪警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の
額について和解した。

【７５】

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【７４】

（損害賠償の額の決定及び
和解について）



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   警察本部
   つづき

損害賠償額 56,311円

損害賠償額 136,846円

   県土整備部

損害賠償額 28,722円

   平成２７年１１月６日鈴鹿市白子本町地内の駐車場において発生
した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠
償の額について和解した。

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【７７】

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【７８】

【７６】

   平成２７年１０月２２日名張市鴻之台２番町地内の国道１６５号に
おいて、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の
額について和解した。

専決処分の報告について

（損害賠償の額の決定及び
和解について）

専決処分の報告について    平成２７年９月８日津市桜橋三丁目地内の駐車場において発生
した警務課に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の
額について和解した。



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   県土整備部
   つづき

損害賠償額 275,716円

損害賠償額 35,400円

損害賠償額 110,300円

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成２７年１１月３０日名張市滝之原地内の国道３６８号におい
て、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の額に
ついて和解した。

【８１】
専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

   平成２７年１２月１日度会郡南伊勢町五ケ所浦地内の県道伊勢南
勢線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害
賠償の額について和解した。

【７９】
   平成２７年１１月８日津市一志町井生地内の県道久居美杉線に
おいて、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠償の
額について和解した。

専決処分の報告について
（損害賠償の額の決定及び
和解について）

【８０】



区　　　分 件　　　名 概　　　要

   教育委員会　　

　健康福祉部

専決処分の報告について
（訴えの提起（和解を含む。）
について）

   三重県高等学校等修学奨学金返還金の滞納に関し、支払督促
に係る訴えの提起（和解を含む。）を行った。

【８２】

【８３】
地方独立行政法人三重県立
総合医療センターの常勤職
員の数について

　地方独立行政法人法第５４条第２項の規定に基づくもの。



１　開催年月日 平成２８年２月１８日（木）全員協議会終了後

平成２８年２月１９日（金）午前１０時から

２　場　　　所 全員協議会室

３　聴　取　順 　

※部外　人事委員会事務局・監査委員事務局・出納局

　議会事務局

平成２８年　定例会　２月定例月会議

○

○

１８日

健康福祉部

○

○

○

○

○

部外

環境生活部

戦略企画部

防災対策部

企業庁

○

○

地域連携部

警察本部

病院事業庁

総務部

所　管　名

○

○○

○

○

○

○

報告

１９日

○

議案聴取会日程　（案）

教育委員会 ○

県土整備部

農林水産部 ○

雇用経済部 ○

備考議案

資料２  



質 問 者 一 覧 表（案） 

平成２８年定例会（２月定例月会議） 

 

月 日（曜） 質問区分 順序・氏名（会派） 

２月２５日（木） 代表質問 

１ ２    

     議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 
   

２月２９日（月） 一般質問 

１ ２ ３ ４ ５  

     議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 

議員 

（鷹山） 

 

議員 

（公明党又は 

日本共産党） 

 

議員 

（公明党又は 

日本共産党） 

 

３月 ２日（水） 一般質問 

１ ２ ３ ４  

     議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 

     議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 
 

３月 ４日（金） 一般質問 

１ ２ ３ ４ ５ 

     議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 

     議員 

（新政みえ） 

議員 

（自民党） 

     議員 

（新政みえ） 

 

（参考） ・代表質問時間（答弁を含む。）は、一人７０分程度。 

・一般質問時間（答弁を含む。）は、一人６０分程度。 

・関連質問 

新政みえ  ７回   自民党  ５回   鷹山  １回   公明党  １回   日本共産党  １回 

能動    １回   大志   １回   草の根運動みえ １回 

 資料３ 



請願の処理経過及び結果の報告 

 

 

○ 平成２４年第２回定例会で採択された請願 

・ 「美しい三重の海と川」を守るため河川上流域における採石、開発事業

等について 

 

○ 平成２５年定例会１１月定例月会議で採択された請願 

・ 三重県工業研究所における継続的な日本酒の研究体制の安定化を求める

ことについて 

 

○ 平成２７年第２回定例会１１月定例月会議で採択された請願 

・ 私学助成について 

 

資料４ 



 

意見書・決議案の提出期限 

 

 

 

委員会提出 

 

委員会開催当日 

 

 

 

議員発議 

   

３月１４日（月）午後５時まで 

 

資料５ 



 

 

 

２月１８日の議事予定 
 
開 議 

諸報告   ・議案等の配付について 

      ・包括外部監査の結果報告書の配付について 

      ・三重県における補助金等の基本的な在り方等に関する条例の規定

に基づく予算に関する補助金等に係る資料及び交付決定実績調書

の配付について 

      ・三重県国民保護計画の配付について 

      ・例月出納検査報告書並びに請願・陳情処理経過一覧表の配付につ

いて 

日程第１  議案第１号から議案第６９号まで〔提案説明〕 

休会の件 

散 会 
 

全員協議会 

議案聴取会 

 

 

（２月１９日） 

議案聴取会 

議会運営委員会 

予算決算常任委員会理事会 

 

 

資料６ 



　平成２８年 定例会日程
月 日 曜 備　　考
２月 １２日 金 休　会 議会運営委員会

１３日 土
１４日 日

１５日 月 休　会 予算決算常任委員会（参考人の出席要求）
全員協議会
代表者会議

１６日 火 休　会
１７日 水 休　会

１８日 木 本会議 議案上程　提案説明（２月定例月会議）
全員協議会
議案聴取会

１９日 金 休　会
議案聴取会
議会運営委員会

２０日 土
２１日 日
２２日 月 休　会
２３日 火 休　会
２４日 水 休　会
２５日 木 本会議 代表質問　議案質疑 議会運営委員会

２６日 金 休　会
２７日 土
２８日 日
２９日 月 本会議 一般質問

３月 １日 火 休　会
２日 水 本会議 一般質問

３日 木 本会議 追加議案上程
議案聴取会
議会運営委員会

４日 金 本会議 一般質問　追加議案質疑
５日 土
６日 日
７日 月 休　会 予算決算常任委員会（予算総括質疑）

８日 火 委員会
付託議案審査〔戦略企画雇用経済、環境生活農林水産、
健康福祉病院の各常任委員会・分科会〕

９日 水 委員会
付託議案審査〔総務地域連携、防災県土整備企業、
教育警察の各常任委員会・分科会〕

１０日 木 委員会
付託議案審査〔戦略企画雇用経済、環境生活農林水産、
健康福祉病院の各常任委員会・分科会〕

１１日 金 休　会
１２日 土
１３日 日

１４日 月 委員会
付託議案審査〔総務地域連携、防災県土整備企業、
教育警察の各常任委員会・分科会〕

１５日 火 休　会 （常任委員会予備日）
１６日 水 休　会 （委員会等予備日）
１７日 木 委員会 予算決算常任委員会（採決）

１８日 金 休　会
代表者会議
議会運営委員会

１９日 土
２０日 日
２１日 月 （春分の日）
２２日 火 本会議 採決（２月定例月会議）
２３日 水 休　会
２４日 木 休　会
２５日 金 休　会
２６日 土
２７日 日
２８日 月 休　会
２９日 火 休　会
３０日 水 休　会
３１日 木 本会議 追加議案上程　採決（３月会議）

※ 請願陳情の受理 ※文書による質問ができる期間
・ 　２月１８日（木）　午後５時　　　　　　　　　　　　　　　　　①１２月２２日～　２月１７日
　２月１８日（木）　午後５時　　　　　　　　　　　　　　　　　②　３月２３日～　６月　２日

日　　　　　　程
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現行日程 変更日程（案）

５月 16 日 月 役員改選 役員改選

17 日 火

18 日 水

19 日 木 代表者会議 代表者会議

20 日 金 常任委員会（所管事項説明）　※２委員会
常任委員会（所管事項説明）
　※総務地域連携、環境生活農林水産、
　　　健康福祉病院

21 日 土

22 日 日

23 日 月 常任委員会（所管事項説明）　※２委員会

24 日 火 常任委員会（所管事項説明）　※２委員会

25 日 水 議会運営委員会 議会運営委員会

26 日 木 ― 伊勢志摩サミット ― ― 伊勢志摩サミット ―

27 日 金 ― 伊勢志摩サミット ― ― 伊勢志摩サミット ―

28 日 土

29 日 日

30 日 月 　

31 日 火 特別委員会（活動計画） 特別委員会（活動計画）

６月 1 日 水
常任委員会（所管事項説明）
　 ※戦略企画雇用経済、防災県土整備企業、
　　　教育警察

2 日 木

3 日 金 議案上程 議案上程

4 日 土

5 日 日

6 日 月

7 日 火

8 日 水 議案質疑 議案質疑

9 日 木

10 日 金 一般質問 (1) 一般質問 (1)

11 日 土

12 日 日

13 日 月

14 日 火 一般質問 (2) 一般質問 (2)

15 日 水

※　太字ゴシック部分が変更箇所
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